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「質の高い地域公共交通網形成計画」 の考え方（案）

乗継円滑化

海上運送高度化
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北陸信越運輸局

①公共交通の課題抽出を見据えた、多角的な観点からの定量データ等に基づく精緻な現状分析

②計画区域全体の公共交通の課題及びよりミクロな単位での公共交通の課題の抽出・分析

③交通ネットワークの将来像の具体化

④ よりミクロな単位での公共交通の課題に対する事業の具体化

⑤計画の達成状況に関する評価方法の具体化

〇計画の記載事項から明らかなとおり、網形成計画は「ビジョン＋実施事業」で構成され、可能な限り実施事業
としての具体性を確保することが必要不可欠。

〇 しかしながら、全国の計画事例の中には、今後の事業の方向性すら示せず、実施事業も抽象的なものにとど

まってしまうことにより、実効性が担保されず、結果として、市町村区域内における公共交通の課題の根本的な
解決につながっていないと見られる例が散見。

〇全国で既に300を越える地域公共交通網形成計画を分析したところ、この原因の一つとしては、マクロ（区域
全体）な観点からの現状・課題の表面的な「整理」に終始してしまい、その要因・理由の「分析」すら一切なされて
おらず、この結果として、それに対応する実施事業もマクロ（区域全体⇒漠然・抽象的）な観点からの施策（×
「事業」）の提示に終始していることが影響しているものと考えられる。

〇 このため、より質の高い計画の作成に向けては、現状分析から実施事業の検討・評価方法の検討に至るまで、

マクロ（区域全体）・ミクロ（個所毎。細分化。･･･）の両面から検討し、要因・理由も含めて分析を深化させて（掘
り下げて）いくことが必要不可欠。

従って，･･･

※ 前提として計画策定の目的も事前にしっかりと内部で議論⇒別冊（参考資料）35・36頁

キーワード ･･･ 「マクロ・ミクロ」 「定量化・具体化・細分化・深化」

※ 「分析」＝ある物事を分解して、それを成立させている成分・要素・側面を明らかにすること（広辞苑より）



質の高い地域公共交通網形成計画の検討のモデル（案）

乗継円滑化
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北陸信越運輸局

①定量データ等に基づく現状分析

②現状分析に基づく
計画区域内の公共交通の
課題の抽出・分析

③計画区域内の公共交通の
将来像の検討

④公共交通の将来像及び課題を
踏まえた具体的な事業の検討

【ポイント】※一例
・ 地形・地勢状況、人口・世帯分布状況、主要な施設の立地状況の整理【区域内の基礎情報】
・ 計画区域内の公共交通路線図の一元的な整理（バス・鉄道・スクールバス・タクシー等）【全路線の俯瞰】
・ 詳細な利用状況（路線毎の利用者数、停留所毎の乗降客数、通勤通学時間・昼間等の時間帯に応じた利
用者数等）の把握【利用状況（顕在需要）】
・ 詳細な財政状況（路線毎の財政支出状況・収支率）の把握【財政状況】
・バス事業が成立するエリアの導出【公共交通の持続可能性の考慮】
・ アンケート調査による利用者ニーズ・ODの把握、潜在需要と顕在需要の把握【潜在需要】
・ 公共交通カバー率、主要施設へのアクセシビリティ【サービス水準】

【ポイント】※一例
・ ミクロな視点からの公共交通の課題の抽出及び要因分析、対応の方向性の検討
（利用低迷の理由の一例）
・交通モード同士の競合、利用者のニーズとのミスマッチ（路線の長大化による利便性の低下･･･） ･･･

【ポイント】※一例
・ まちづくり、観光等の地域戦略の整理及びこれらの地域戦略との連携
・ 計画区域の交通ネットワークの具体的な将来像の設定・提示

【ポイント】※一例
・より ミクロな単位での課題に応じたあらゆる事業実施の可能性の検討

（施策例：スクールバス等の路線バスへの一本化を始めとする競合の解消、幹線・支線への分割、利用者
ニーズに合わせたルート・運行形態の見直し･･･）
【視点】民間⇒行政⇒地域、既存⇒新規 ･･･
・ 具体的な事業、事業の方向性の具体化
・ 利用促進、利用定着に向けた施策、モビリティマネジメントの検討
・ アクションプランの検討

⑤計画の達成状況に関する
評価方法の検討

【ポイント】※一例
・ 具体的な数値目標の設定
・ 具体的なPDCAサイクルの設定

海上運送高度化

差がつく
ポイント

全国300の計画を分
析し、特に差がつい
ているポイントに付記
（次頁以降に付記）



① 定量データ等に基づく現状分析
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北陸信越運輸局

※ここで示すのは一例であり、実際には、多角的な観点から検討していく必要がある。



～①定量データ等に基づく現状分析～

地形・地勢状況の整理
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〇地形・地勢状況を的確に把握・整理することにより、例えば、①交通モードの選択（ex：自転車の活用 ･･･）、②
車両の選択（ex：大型車両 or （急勾配の坂が多い場合は）小型車両 or  ･･･）、③公共交通の勢圏（ex：急勾
配が多い地域については、バス停から100ｍの距離を設定して、公共交通カバー率を算定）等の検討に活用
することが可能に。

【出典：新潟県糸魚川市地域公共交通網形成計画（平成29年３月）資料編６頁】 【出典：富山県富山市地域公共交通網形成計画（平成28年９月）６頁・164頁】

＜地形・地勢状況の整理の例①＞ ＜地形・地勢状況の整理の例②＞

（富山市の自転車シェリング事業）



～①定量データ等に基づく現状分析～

人口・世帯分布状況の整理
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北陸信越運輸局

〇公共交通の主な利用者層・ターゲット（ex：高齢者 or 高校生 or ･･･）を見定めた上で、そのターゲットの分布
状況を把握することにより、公共交通サービスを提供すべき地域が明確に。

【例①・②】以下の例では、国勢調査データを基に、地図上にメッシュ別人口（老年）を重ね合わせることで、ターゲットの分布状況を一元
的に把握可能。（箕輪町の計画では、この他に若年者のメッシュ人口についても整理）〔北信局：注〕経年変化（５年後の人口分布、
等）も加味しておく必要。

◎≪＋α≫集計データ（マクロデータ）に加えて、アンケート調査により個々の住民の住所・年齢・免許保有の有
無・同居人の有無等の個人データ（ミクロデータ）を把握し、双方のデータを組み合わせることで、より精緻な需
要予測を行うことが可能に。

【出典：茨城県行方市地域公共交通網形成計画（平成28年３月）５頁】 【出典：長野県箕輪町地域公共交通網形成計画（平成29年３月）５頁】

＜人口・世帯分布状況の整理の例①＞ ＜人口・世帯分布状況の整理の例②＞



～①定量データ等に基づく現状分析～

主要な施設の立地状況の整理
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〇公共交通の主な利用者層・ターゲットの目的地となる主要な施設について、その立地状況を地図上で整理す
ることにより、公共交通の路線再編の検討が容易に。
〇特に「主要な施設」については、市町村担当者の「現場感覚」だけに頼るのではなく、アンケート調査から導出
される公共交通利用者の目的地等を集計することにより、定量的な分析・議論を行うことが重要。

【例】アンケート調査結果より公共交通利用者が立ち寄る施設を集計するとともに、当該施設を地図上にプロットする
ことにより、位置関係を明確化。
〔北信局：注〕全国の網形成計画の半数以上は、主要な公共施設を地図にプロットするのみ。

【出典：栃木県塩谷町地域公共交通網形成計画（平成29年３月）９頁】

＜主要な施設の立地状況の整理の例＞



～①定量データ等に基づく現状分析～

計画区域内の公共交通路線の一元的な整理

乗継円滑化
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北陸信越運輸局

【出典：青森県五所川原市地域公共交通網形成計画（平成29年３月）32頁】

〇計画区域内の公共交通路線を地図で一元的に整理すると、交通モード間の形状の重複状況が明確となり、
交通モード間の競合状況の検討が容易に。（別途、ダイヤ等の観点からの競合状況の精査が必要。）

〇 その際には、計画検討対象となる交通モードを可能な限り網羅的に整理することが重要。

【例】下記の計画では、路線バス・鉄道に加えて、スクールバス、行政連絡バス等の定路線の交通モードについて幅
広く地図で一元的に整理した上で、重複状況を把握（※定路線ではないタクシー等については別途整理）

【出典：地域公共交通網形成計画及び地域公共交通再編実施計画
作成のための手引き（第3版）（平成28年３月）入門編19頁】

＜公共交通路線の一元的な整理の例＞＜参考：計画の検討対象となる交通モード＞



～①定量データ等に基づく現状分析～

詳細な利用状況の把握
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〇できる限り詳細に公共交通の路線毎の利用状況（ex：バス停・駅毎の乗降客数、バス停・駅間の通過乗客数、
便毎の利用者数･･･）を整理することにより、課題の抽出・分析、実施事業の検討が容易に。

【例①・②】バス停毎の乗降客数及びそれを踏まえたバス停の区間別通過乗客数、路線・便毎の利用者数を整理する
ことにより、特に利用の少ないバス路線の区間・時間帯を抽出することが可能。
〔北信局：注〕これと同様の分析を行うことにより、当該区間が財政負担増に影響しているとともに、路線廃止・距離縮

小、当該区間・便のデマンド化（予約制導入）等の事業実施の基礎的な情報として活用可能。

【出典：大分県別府市地域公共交通網形成計画（平成28年3月）35頁】

＜詳細な利用状況の把握の例①＞ ＜詳細な利用状況の把握の例②＞

【出典：佐賀県唐津地域公共交通網形成計画（平成27年7月）7-20頁】



～①定量データ等に基づく現状分析～

詳細な財政状況の把握
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〇できる限り詳細に公共交通の路線毎の財政状況（ex：経常費用、経常収益、収支率）を整理することにより、
課題の抽出・分析、実施事業の検討が容易に。

【例①・②】路線毎の経常費用・経常収益・収支率を整理した上で、特に収支率30％未満の路線を抽出。②ではこれに
加えて、財政負担額の推移、国補助・市補助毎に路線を分類した上で、分析。

【出典：新潟県佐渡市地域公共交通網形成計画（平成27年6月）51頁】

＜詳細な財政状況の把握の例①＞ ＜詳細な財政状況の把握の例②＞

【出典：青森県五所川原市地域公共交通網形成計画（平成29年３月）36・37頁】



～①定量データ等に基づく現状分析～

バス事業が成立するエリアの導出

乗継円滑化
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【出典：茨城県日立市地域公共交通網形成計画（平成28年３月）18・19頁】

〇現状分析においては基礎的な複数の情報を適切に組み合わせる（「分析する」）ことにより、今後の方向性等
を導く重要なデータとなり得る可能性がある。（以下は、「バス事業成立エリア」を導出した事例。） ※次頁以降も参照。

【例】路線バスの利用状況、人口密度等のデータを基に、「バス事業が成立するエリア」を導出。これを基にしながら、計画区域内を複
数のエリアに分割し、それぞれのエリアの方向性を提示。

＜バス事業が成立するエリアの導出の例＞

【出典：日立市地域公共交通網形成計画
（平成28年３月）69頁】

導出された「バス事業成
立エリア」を基にしながら、
エリア毎の対応の方向
性を整理。

参考

※ 「バス事業成立エリア」の経年変化（５・２５年後）
についても分析。



～①定量データ等に基づく現状分析～

アンケート調査による利用者ニーズ・ODの把握
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〇アンケート調査を通じて、利用者の利用が伸び悩んでいる要因等を分析しつつ、利用者ニーズ及び移動状況
を把握することにより、路線再編の方向性及び具体的な路線再編を検討することが可能に。

【出典：北海道千歳市交通戦略プランPart1（地域公共交通網形成計画）（平成28年３月）38～48、50、60頁】

＜アンケート調査による利用者ニーズ・ＯＤの把握の例＞

エリア毎に整理した、
①移動状況（ＯＤ）、
②移動ニーズ、

③満足度を基にした要因
分析、
に基づき、再編の方向性
及び再編案を整理。

参考

路線再編の方向性

路線再編の案



乗継円滑化

海上運送高度化
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【出典：長野県箕輪町地域公共交通網形成計画（平成29年３月）40頁】

【出典：長野県箕輪町地域公共交通網形成計画（平成29年３月）45頁】

〇調査データを組み合わせることにより、潜在需要と顕在需要を簡易に把握することが可能。
〇潜在需要と顕在需要の間にギャップがある場合は、その要因を分析することにより、課題の抽出・分析につな
げていくことが可能。（最終的には、実施事業により、できる限り「潜在需要」を取り込んでいく姿勢が重要。）

【例①・②】アンケート調査により把握した「最寄りバス停世帯数」、国勢調査で示された「老年人口」を潜在需要として捉
え、顕在需要であるバス停別乗降客数と比較。

～①定量データ等に基づく現状分析～

潜在需要と顕在需要の把握

＜潜在需要と顕在需要の把握の例①＞ ＜潜在需要と顕在需要の把握の例②＞

※ 同計画46頁では、「年少人口」についても、「老年人口」と同様の方法で分析。



～①定量データ等に基づく現状分析～

交通サービス水準の把握

乗継円滑化

13

北陸信越運輸局

【出典：長野県佐久市地域公共交通網形成計画（平成29年３月）17頁】

〇公共交通の具体的な課題を抽出するために、交通サービス水準を把握することが有効。

＜交通サービス水準の把握の例①＞（公共交通カバー率）

【出典：長野県佐久市地域公共交通網形成計画（平成29年３月）18頁】

＜交通サービス水準の把握の例②＞
（主要施設へのアクセシビリティ）

※目的地別に、通勤・通学・通院・買い物の目的毎のアクセス可能性について分析。

【例①】人口分布図と公共交通カバー圏（鉄道駅・バス路線からそれぞれ
一定の距離を同心円状に示したもの）を重ね合わせて、「公共交通カ
バー率」を把握。⇒ カバーされていない地域への対応を検討

【例②】「行きたい時間帯に行きたい場所にアクセスできているか」を把握
する観点から、「主要施設へのアクセシビリティ」の状況を把握。
⇒ アクセスできない路線が存在する場合は、これへの対応を検討。



② 計画区域内の公共交通の課題の抽出・分析
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※ここで示すのは一例であり、実際には、多角的な観点から検討していく必要がある。



乗継円滑化
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〇現状分析を踏まえて抽出された公共交通の課題（ex：利用者の減少、補助金支出額の増加、･･･）について、そ
の要因・理由を含めて網羅的に分析することで、より具体的な実施事業の検討に活用することが可能に。

【例】現状分析を踏まえて、交通モード・路線毎に利用者低迷・補助金支出増加の要因をあらゆる観点から網羅的に分析した上で、具体
的な実施事業の検討に活用している。具体的には、一定の路線の利用低迷が財政負担額増を惹起していることや、八代駅を経由し
ないことが利用者ニーズとのミスマッチを引き起こし、それが利用低迷の原因となっている可能性があること等、課題の要因を分析。

～②計画区域内の公共交通の課題の抽出・検討～

よりミクロな単位での課題の抽出及び要因分析

４-１路線バスに関する問題点
（１）サービス水準に対して利用者が顕著に少ない路線が存在
（２）複数の路線が重複し、運行頻度が過剰になっている区間が存在
（３）利用者の移動ニーズとの食い違いによる利便性の阻害や利用の低迷

（４）運賃設定や市中心部へのアクセス性などに関する地域間の格差

４-２乗合タクシーに関する問題点
（１）予約運行便における設定便数と利用状況とのバランスの乱れ

（２）サービス水準に対して利用者が少ない定期運行便が存在

４-３乗り継ぎに関する問題点
（１）適正な乗り継ぎ時間の確保が不十分な交通結節点が存在
（２）円滑に乗り継ぎ可能な環境が整っていない交通結節点が存在

４-４公共交通不便地域の状況
（１）人口集積が顕著なエリアにも公共交通不便地域が存在
（２）公共交通不便地域が薄く広く分布するエリアが存在
（３）その他、比較的人口が多い公共交通不便地域が存在

【出典：熊本県八代市地域公共交通網形成計画（27年３月策定・29年３月変更）
49～61頁】

差がつく
ポイント

【出典：鹿児島県薩摩川内市地域公共交通網形成計画（28年３月策定）
4-6～4-11頁】

＜ミクロな単位での課題の抽出の例＞ ＜ミクロな単位での課題の要因分析の例＞

区域全体の課題に加
え、各所毎の課題を網
羅的に抽出。

一つ一つの課題の要因・理
由を含めて深掘りしていくと、
対応すべき課題がより明確
に。



～②計画区域内の公共交通の課題の抽出・検討～

よりミクロな単位での課題への対応の方向性の検討

乗継円滑化

16

北陸信越運輸局

【出典：長崎県対馬市地域公共交通網形成計画（平成27年３月）109頁】

〇現状分析及び課題の要因分析を踏まえて、課題毎・要因毎の対応の方向性について検討。（⇒P28参照）

【出典：青森県五所川原市地域公共交通網形成計画（平成29年３月）50頁】

＜ミクロな単位での課題への対応の方向性の検討の例①＞

＜ミクロな単位での課題への対応の方向性の検討の例②＞
【例①・②】いずれの計画においても、路線毎の課題・要因に
対応する今後の対応の方向性等について検討した上で、
地図上に整理・明示。



③ 計画区域内の公共交通の将来像の検討

17

北陸信越運輸局

※ここで示すのは一例であり、実際には、多角的な観点から検討していく必要がある。



18

北陸信越運輸局

〇まちづくり、観光等の地域戦略との連携を図っていくことが必要不可欠。

【例①】関連計画・上位計画より「まちづくりの課題」と「公共交通の課題」を整理し、公共交通の形成（「手段」）によりどのようなまちづくりの
課題の解決（「目的」）に具体的に貢献できるのかを分析・整理。

【例②】都市計画マスタープラン（都市マス）で区分された９地域毎に、都市マスで示された地域特性等を整理（左図）。その上で、都市マス
で示された拠点地区（都市拠点・都市機能拠点・地域拠点）を中心とした、あるべき交通ネットワークの考え方・方向性について整理。

～③計画区域内の公共交通の将来像の検討～

まちづくり、観光等の地域戦略の整理及びこれらの地域戦略との連携

乗継円滑化

【出典：広島県東広島市地域公共交通網形成計画（平成27年6月策定・29年6月改正）
32～34頁】

＜地域戦略との連携の例②＞＜地域戦略との連携の例①＞

【出典：愛知県東海市地域公共交通網基本構想・形成計画
（平成28年3月策定）58～66頁】



～③計画区域内の公共交通の将来像の検討～

計画区域の交通ネットワークの具体的な将来像の設定・提示

乗継円滑化

19

北陸信越運輸局

〇個々の具体的な実施事業に加えて、サービス水準を含めて、計画区域の交通ネットワークの具体的な将来
像を設定・提示することにより、公共交通の利用者が享受できるサービス内容が明確に。

【例】交通ネットワークの具体的な将来像を設定するだけではなく、最低限保障されるサービス水準についても明確化。
本事例では、バスから鉄道への乗換え及び鉄道からバスへの乗換えによる有機的な交通ネットワークを構築。

【出典：岐阜県恵那市・中津川市 明知鉄道沿線地域公共交通網形成計画（平成27年11月）34頁】

【出典：明知鉄道沿線地域公共交通網形成計画（平成27年11月）4・5頁】

【出典：中部運輸局（平成29年３月）
「地域公共交通網形成計画で「鉄道」を活かすためのヒント集」8頁】

＜計画区域の交通ネットワークの具体的な将来像の設定・提示の例＞

参考



④ 具体的な事業の検討

20

北陸信越運輸局

※ここで示すのは一例であり、実際には、多角的な観点から検討していく必要がある。



乗継円滑化

北陸信越運輸局

〇課題の抽出及びその要因の分析を踏まえて、課題に応じたあらゆる事業実施の可能性を検討することが重要。

【例】計画の中で、市営バス・スクールバスの活用、コミュニティ交通の導入等について、一つ一つの路線のダイヤの比較、費用削減効果
等を分析し、あらゆる事業実施の可能性を検討。

21【出典：長崎県対馬市地域公共交通網形成計画（平成27年３月）53～63頁】

＜ミクロな単位での課題に応じたあらゆる事業実施の可能性の検討の例（※スクールバスの活用検討）＞

目
次
か
ら
の
抜
粋

差がつく
ポイント

～④具体的な事業の検討～

ミクロな単位での課題に応じたあらゆる事業実施の可能性の検討



乗継円滑化

北陸信越運輸局

〇あらゆる観点からの事業実施の可能性を検討した上で、具体的な事業とすることが必要。（北信局注：計画策定
過程における「検討結果」を記載するのが網形成計画。「～について今後検討する」というのは「単なる検討事項」
であって「実施事業」ではない。大半が「検討事項」となっている計画は基本的に「網形成計画」とは言えない。）
【例】路線毎の検証結果を踏まえて、具体的な路線再編の案に落とし込んでいる。

〇内部部局（財政当局）等との関係で事業を具体的に記載することが困難な場合には、事業の方向性・方針・イ
メージ等を検討し、少なくともこれを具体化することが必要。 （⇒ 「アクションプランの検討」（P31参照）とも関連 ）
【例】路線の見直しの手順及び基準の数値化、見直し・評価の枠組みの設定（「評価審査会」（仮称）設置）、見直し・評価
サイクルの具体化など、事業の進め方を具体化。

＜具体的な事業の例＞

差がつく
ポイント

～④具体的な事業の検討～

具体的な事業、事業の方向性の具体化

＜事業の方向性の具体化の例＞

【出典：長崎県対馬市地域公共交通網形成計画（平成27年３月）126頁】 【出典：愛知県岡崎市地域公共交通網形成計画（平成28年５月）44～47頁】

同計画では、この他、

〇地域内路線の整備
（P39～43）
〇バス待合環境等の
整備（P48～50）
についても、具体的な
道筋、優先順位等を
示すことにより、方向
性を具体化。

キーワード ・・・ 「見直しプロセス・枠組み」、「数値基準」、「優先順位」

22



乗継円滑化

23

北陸信越運輸局

〇利用者の底上げを行うためには、利用促進策等の施策を検討し、着実に実施していくことが重要。その際に
は、公共交通マップ配布やバスの乗り方教室開催等の一般的な「利用促進策」にとどまらず、コミュニケーショ
ンアンケート、TFP等の「モビリティマネジメント（ＭＭ）」の実施についても検討することが重要。
【例①】八戸市では、コミュニケーションアンケート等のＭＭについても、計画の中にしっかりと位置づけ。
【例②】松江市では、アンケート調査を通じて、これまで講じてきた利用促進策がバスの利用頻度の増加に寄与していることを確認。

◎≪＋α≫他のアンケートに溶け込ませてＭＭを実施することにより、必要最小限の費用で実施が可能に。

【出典：島根県松江市地域公共交通網形成計画（平成29年３月）37頁】

＜ＭＭの効果の把握の例＞

【出典：青森県八戸市地域公共交通網形成計画（平成28年３月）32頁】

＜ＭＭの検討の例＞

差がつく
ポイント

～④具体的な事業の検討～

利用促進・利用定着に向けた施策、モビリティマネジメントの検討



乗継円滑化
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北陸信越運輸局
～（参考）番外編～

持続性向上に資する公共交通サービス改善とＭＭの一体的な実施の重要性

〇持続性向上（効率性向上、利便性向上）に資する公共交通サービス改善とモビリティ・マネジメン
ト（ＭＭ）については、「車の両輪」として一体的に取り組んでいく必要がある。

（理由①）「その路線のサービスレベルが不十分だから」
⇒サービスレベルの改善によって、利用者となる可能性。（公共交通サービス改善の必要性）⇕
（理由②）「その路線に関する知識が不足しているから」
（理由③）「その路線を利用してみようと考えたこともないから」
⇒いずれもサービスレベルの改善では、利用者とはならない。
⇒②に対しては適切な知識の提供、③に対しては当該路線の利用を考える機会の提供
が必要不可欠。（ＭＭ実施の必要性）

特定路線を利用しない３つの理由

（出典）以上につき、土木学会（平成17年5月）「モビリティ・マネジメントの手引き」Ｐ124～126に基づきながら、北陸信越運輸局作成。

〇 「いわば“赤の他人”にバスを利用するように“お願い”する以上は、（仮に、そのバスが十分便利

でないとしても）“利用者の方々のためにサービス改善努力を行っている”という誠実な態度が存在
することが不可欠。」

〇 「もし、改善努力のポーズが、本当に“見せかけ”だけなのなら、人々に“サービス改善の努力を
怠っている”と評価されてしまうこととなってしまう。」

サービス改善努力の「態度表明」



～④具体的な事業の検討～

アクションプランの検討

乗継円滑化

25

北陸信越運輸局

【出典：岩手県釜石市地域公共交通網形成計画（平成29年３月）37頁】

〇地域公共交通網形成計画において、事業の方向性を示すだけでなく、その事業の実施プロセスをアクション
プランとして具体化・明確化させることにより、計画としての実効性を向上させることが可能に。

〇 これに加え、PDCAの一環として、毎年の進捗状況の把握、評価を行うことが容易に。

＜アクションプランの検討の例②＞

差がつく
ポイント

【出典：福岡県中間市地域公共交通網形成計画（平成28年３月）70・71頁】

＜アクションプランの検討の例①＞

乗継円滑化

参考
29年度 30年度 31年度

事業①：〇〇
線の見直し

調査・検討 実施

具体的にどういう「調査・検討」を行うのか不明。
これだと事業の進捗管理も困難。
⇒何の意味があるのかを考えて、書いているか？



⑤ 計画の達成状況に関する評価方法の検討

26

北陸信越運輸局

※ここで示すのは一例であり、実際には、多角的な観点から検討していく必要がある。



～⑤計画の達成状況に関する評価方法の検討～

具体的な数値目標の設定

乗継円滑化

27

北陸信越運輸局

〇関連・上位計画で示された数値目標との整合性をとりつつ、計画の基本方針や目標に沿った具体的な数値目
標を設定することにより、達成状況を的確に評価することが可能に。

【例】関連計画で示された数値目標との整合性を図りつつ、アウトプット、アウトカム目標をバランスよく設定。設定に当たっては、算定方
法・算定根拠を明示。 〔北信局：注〕評価で手一杯となるのは本末転倒。むやみに多くの数値目標を設定することには注意が必要。

【左】出典：岐阜県岐阜市地域公共交通網形成計画（平成27年３月）
66～76頁

＜具体的な数値目標の設定の例＞ 参考

【右】出典：中部運輸局（29年3月）「地域公共交通に関する事業評価の手引き」



～⑤計画の達成状況に関する評価方法の検討～

具体的なPDCAサイクルの設定

乗継円滑化

28

北陸信越運輸局

〇計画策定後のメンテナンスとして具体的なPDCAの方法を設定しておくことが重要。
【例】「事業実施評価」（毎年）、「目標達成度評価」（中間・最終）のほか、中間評価・見直しを明示。計画策定後の事情
変化に対応した計画の実効性を担保することが可。

◎≪＋α≫目標値を達成できた理由、達成できなかった理由を分析
した上で、具体的な改善策を示し、反映していくことが重要。

＜具体的なPDCAサイクルの設定の例＞

参考

PLAN DO

CHEC
K

ACTI
ON

PDCAサイクルの
図やその一般的
な説明は書いて
いるけど、具体的
に何をするのか？

【出典：新潟県佐渡市地域公共交通網形成計画（平成27年６月）85・86頁】

「事業実施評価」、
「目標達成度の評
価」の実施時期に加
え、中間時（31年度）
に「見直しを前提とし
た計画の再検討」を
行うことを明示。

中間時に見直し評価を実施

【出典】中部運
輸局（29年3月）
「地域公共交通
に関する事業
評価の手引き」



～（参考）番外編～

全国300超の地域公共交通網形成計画の傾向と市町村に期待される態度

乗継円滑化
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北陸信越運輸局

〇同じコンサルに委託していると考えられる複数の
市町村の中でも、計画の質に大きな差。

（市町村の参画の度合い、力量が影響している可
能性。）

傾 向 市町村に期待される態度

〇 コンサルへの丸投げでは、テンプレート通りの計
画が出来て終わり。市町村としてもしっかりと公共
交通の課題・実施事業について考え、コンサルを
主導していく必要。運輸局も最大限サポート。

〇 「現状分析」「アンケート調査」を踏まえて「実施事
業」を検討するのが通常であるところ、「実施事
業」が「現状分析」「アンケート調査」を踏まえられ
ていない。（関連が薄い。単なる棒グラフ、メリハリ
のない文字の羅列）
〇 実質的な意味・目的もなく現状分析、アンケート
調査結果は「きれいに」「鮮やかに」グラフや文字
で「まとめられている」だけ。「分析」されていない。

〇 一つ一つの現状分析、アンケート項目の意味・目
的を含めて考える必要。その上で、一つ一つの現
状分析に意味を見いだせない場合は、「意味・目
的のある現状分析にするにはどうすべきか」を自
問自答し、コンサルを主導する姿勢が大切。

（例：単なる「人口分布」しか示していない場合は、公
共交通の主な利用者層となるターゲットが高齢
者・中高生であることを見据えて「高齢者人口」
「若年者人口」の分布も整理すべきではないか。）

〇 事業の実施スケジュールが「調査・検討」（点線
矢印：⇢）「実施」（実線矢印：→）となっており、事
業の実施主体がどのように事業を実施に移してい
くのか、その具体的な手続が示されていない。

（結果としては、地域公共交通網形成計画の前身で
ある「地域公共交通総合連携計画」に掲げる事業
の評価結果が「未実施」となっている例が多い。）

〇 計画を形骸化させないように、できるだけ事業実
施に向けたプロセスを具体化させておくことが必
要。その際、事業の実施主体との十分な調整期
間を確保するために、早め早めの対応が必要。

（場合によって、別途アクションプランの作成や２年
スパンでの網形成計画の作成も検討。）

※上記は一例として示したもの。


